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フリガナ

ご氏名

事務所名

＊弊社宛直接お申し込みいただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円（税込）以上のご注文は、国内配送料サービスといたし
ます。また、お買い上げ合計金額5,000円（税込）未満のご注文については、国内配送料550円（税込）にてお届けいたします。

＊消費税は申込日時の適用税率に依ります。

◎上記のとおり申し込みます。代金については、次に示す方法にて支払います。
　＊現在、弊社とお取引のないお客様につきましては、代金引換にてお支払いをお願い申し上げます。
　（いずれかを    で選択ください。）　　□代金引換により支払います。　　□現品到着後請求書により支払います。

年　　　　月　　　　日

お客様よりお預かりした個人情報は、納品や請求書等の発送・アフターサービス、弊社製品・サービスのご案内などの目的のために利用させていただきます。また、お客様の個人情報は、
弊社ホームページに掲載のプライバシーポリシーに基づき適切に取り扱います。なお、個人情報についての照会、修正・削除・利用停止を希望される場合、その他お問い合わせにつきまし
ては、お問合せフォーム かフリーダイヤルにてご連絡ください。　フリーダイヤル　　TEL.0120 203 696　　FAX.0120 202 974

お客様の個人情報の
取扱いについて

＊代金引換手数料について
　一回あたりのご購入金額
　（商品の税込価格+送料）の合計が

※送料・代引手数料を含む合計金額は、商品のお届け時に配送業者
に現金でお支払いください。その際、クレジットカードはご利用
いただけません。

1万円以下の場合、330円（税込）
3万円以下の場合、440円（税込）
10万円以下の場合、660円（税込）

(https://www.daiichihoki.co.jp/support/contact/contact.php)
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１　弁護士業務と児童虐待

1 弁護士業務と児童虐待

（1）弁護士が公的役割で児童虐待に出合うとき
弁護士と児童虐待との関わりについては、様々な方向性がある。

まず、弁護士の仕事の中には、日本弁護士連合会や各都道府県の単位弁護

士会で、専門法曹として児童虐待に対する法曹の役割を検討したり、今後の

児童福祉法制に対する改正提案をしたり、社会的に生じている児童虐待への

対応等に対して声明を発表したりする政策的な役割がある。そうした役割を

遂行する中で、児童虐待の実例に触れることがある。

また、弁護士として、様々な公益的な委員会に所属して、子どもの法制度

や地域住民に対する法制度について検討する中で、児童虐待に対する意見を

求められたり、具体的な児童虐待に関する相談を受けたりすることもある。

子どもの学校内いじめの問題を取り扱う委員会では、家庭内における児童虐

待が関連して問題となることもある。地域における社会福祉サービスのあり

方を検討する中で、民生委員・児童委員から児童虐待に関する相談を受ける

こともある。相談だけでなく、虐待通告を頼まれることもないではない。

さらに、児童虐待は、必ずしも子どものことに関する委員会だけで問題と

なるわけではない。高齢者に関する介護保険運営委員会等で介護保険サービ

スのあり方を検討する中でも、高齢者と同居している子どもに対する虐待が

表面化することもある。また、障害者総合支援法における障害者の在宅サー

ビスのあり方を検討する中でも、障害者のある親が子どもに虐待をしている

事例や障害のある子どもに親が虐待をしている事例が検討されることもあ

る。

それらの場合には、対象者である高齢者や障害者の支援を行うだけでな
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く、虐待されている子どもに対する支援も同時に行わなければならない。過

去においては、いわゆる縦割り行政の弊害がそういう場合にも生じていたが

（つまり、高齢者や障害者の担当部署は、高齢者や障害者という制度対象者

に対する対応しか行わず、児童虐待に対する問題は何もしないかあるいは児

童担当部署に投げて終わりとすること）、現在はそのような縦割り対応で終

わりにしてはならないことが常識となっている。

児童虐待の場合には、第 2章 3で述べた要保護児童対策地域協議会のよう

に、多様な専門職が関わる横断的なネットワーク組織で対応しなければなら

ない。要保護児童対策地域協議会のイメージ図（厚生労働省作成）（図表 5）

では、重要な参加機関の一つとして、弁護士会が挙げられており、弁護士会

としてもこれに積極的に対応すべきである。

ただし、要保護児童対策地域協議会のような合議体は、意識的かつ積極的

な取組みがなされる場合には適切に機能するが、そうでなく法令で設置義務

があるからやむを得ず開催するという消極的な取組みになってしまうと、か

えって子どもにとっての不利益情報だけが飛び交う組織になる危険性もある

ため、そのような合議体に関与する場合には、積極的な関わりを旨とすべき

である。

［図表 5］要保護児童対策地域協議会のイメージ図（厚生労働省作成）

学校・教育委員会警察

保育所弁護士会
民間団体児童相談所

保健機関市町村

民生・児童委員医療機関 ●協議会参加者の守秘義務（児童福祉法第25条の5）
●支援内容を一元的に把握する機関の選定

さらに特筆すべきは、児童相談所への弁護士の配置である。まず、児童虐

待の広がりと法的支援の必要性から、平成23年に福岡市こども総合相談セン

ターえがお館（児童相談所）に常勤弁護士が配置された。そして、現在の児


